
大田区自立支援協議会 就労支援部会議事録 

          文責：広瀬（事務局一部修正） 

(１) 会議の名称 大田区自立支援協議会 就労支援部会（第 9 回） 

(２) 開催日時 平成 29 年 1 月 16 日（月）15：00～17：00 

(３) 開催場所 HK ビル HK-201 会議室 

(４) 出席した委

員、事務局 

部会長：鶴田雅英 

志村陽子 中野真弓 別所孝治 都丸利奈子 

小平真理 小林清一 國分由記枝 岩本朋恵 

田中由紀 根本真理子 森村明香 大内伸一 

    

区職員  富永眞也 

関係者  広瀬健次郎 

事務局  木伏正有 徳留敦子 滝本裕弥 

欠席者  関香穂利 酒井弘美 富田文子 村田亮 山田達也  

（５）内容・要旨 ●内容 

１ 各委員・各ネットワークからの情報提供 

○第 3 回運営会議（1 月 16 日）の報告：中野委員より 

2/6 に全体討議会がある。障害福祉課長より、来年度の自立支援協議会の体

制について全体討議会の場で下記の提案がある。 

①全体討議会を廃止②運営委員会と役員会の統一③各部会の委員を10～12名

程度に絞り込む。 

○障がい者総合サポートセンター ピアカウンセリング事業について 

大田区重症心身障害者(児)を守る会の企画にて、2/2(木)10 時から「今日か

ら始める防災対策」をテーマに学習会を行う予定。 

○おおたトラブルシューター（触法障害者支援） 

  1/19（木）18 時より、障がい者総合サポートセンターにて、法務省の犯罪

白書についてお話しがある。 

○ＤＥＴフォーラム障害平等研修 

2/7（火）13 時より、障がい者総合サポートセンターにて企業向けセミナー

を実施。障がい者を雇用した後の職場での環境作りに関する内容となる。 

○子供の笑顔ミィーティング 

子供食堂「気まぐれ八百屋だんだん」2/5（日）にイベントを実施する。 

○全国若者・ひきこもり協同実践交流会 

  3/4（土）、3/5（日）駒沢大学駒沢キャンパスにて、若者支援のシンポジウ 

ムが開催される。 

○若年性認知症国際研究会議の報告 

  厚生労働省の研究事業で 5 年間の研究成果の報告。復職支援の実施や当事

者団体の立ち上げ等、各地で取り組み始めているが、社会の認知度はまだ低

い現状である。 

  

２ 事務局からの情報提供 

①1 月就労促進担当者会議からの報告 

  学習会「相談支援事業と就労支援ついて」講師：相談支援事業所さんさん



幸陽。40 代後半になると家族の高齢化もあり生活支援の必要性が高くなって

くることが多い。それを支援機関として意識し準備しておくことが求められ

る。 

②職場体験実習実行委員会からの報告 

  今年度は 1/19（木）に実習報告会を行う。実習者 33 名を含め、110 名が参

加する見込み。実習者全員が発表することは時間的に難しいため、1/13（金）

にプレ発表会を行い、実習者同士で実習体験の共有や当日の発表内容の打ち合

わせを行った。 

③千代田区地域交流会からの報告 

「障がいを持つ学生の学習支援について」をテーマに情報交換。卒後支援

については、本人の困り感が出て来ないと支援につながりにくいという意見

があった。 

④東京仕事塾からの報告 

  平成 30 年 4 月に施行される改正障害者総合支援法で新たに実施される「就

労定着支援」についての話があった。支援の対象は、就労支援系の障害福祉サ

ービスを利用して企業等に就労した方となる可能性が高い。また定着支援期間

は「一定期間」となることが想定される。 

 

３ 公開セミナーについて 

2/2（木）15 時から障がい者総合サポートセンター5 階多目的室にて実施。 

「多様な働き方を考える」～社会参加の新たなシステムを創り出す～ 

講師：社会福祉法人東京コロニー職能開発室 所長 堀込真理子氏 

   東京大学先端科学技術研究センター 准教授 近藤武夫氏 

当日のタイムテーブル、役割分担、周知先等を確認した。 

  

４ 定着支援量と質の調査の集計結果の検証について 

単純集計・クロス集計・自由意見集計の結果を受けて、大田区の就労定着支

援実施状況の実情と、今後大田区として取り組むべき課題について検討した。 

検討された内容を作業部会で整理し、次回の部会にて、来年度の課題出しと

調査報告書の作成の確認を行う予定。 

  

５ 第 3 回本会報告に向けて 

平成 30 年 4 月に施行される改正障害者総合支援法にて、65 歳に到達した障

がい者に対して介護保険サービスへ円滑に移行する仕組みを新設するという話

題がある。また、若者支援の場が少ないという課題もある。さらに次年度は平

成 30 年度からの新しい障害施策推進プランを策定する年度でもあり、新プラン

策定に向けた意見出しを行っていく必要もある。 

 上記意見を踏まえ、次年度に取り組むべき課題を検討した。 

 

６ 次回日程 

平成 29年 2月 20日（月） 15時～17時  

ＨＫ－ビル ＨＫ－203会議室 

 


